市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 29 年 3 月 ) 
平成 29 年 3 月 28 日 現在 


Feel mm eemm 
中 山間 地域 に お ける 農業 経営 支援 に 関す る 意見 書 
中 学校 卒業 まで の 医療 費 窓口 無料 化 (現物 給付 ) を 求め る 意見 書 
| 4 関 市 高齢 者 の 自動 車 運転 免許 の 返納 に 関す る 適切 な 対応 を 求め る 意見 書 | lese | 4 | 
|9 頑 州 市 「 テ ロ 等 組織 犯罪 準備 罪 」 を 創設 し な いこ と を 求め る 意見 書 | lesz4 | 6 | 


子ども の 医療 費 窓口 無料 化 (現物 給付 ) の 対象 拡大 を 求め る 意見 書 
18 性 石町 免税 軽油 制度 の 継続 を 求め る 意見 書 | leszs | s | 
9 者 天 町 地方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 | lees4 | 9 | 
農協 改革 お よび 指定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 
南 ス ー ダ ン に 派遣 し た 自衛 隊 の 撤退 を 求め る 意見 書 
農協 改革 及び 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 
「 テ ロ 等 準備 罪 」 の 新設 に つい て 慎重 な 検討 を 求め る 意見 書 








市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 10 日 
【 提 出 先 】 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 
【 件 名 】 過 疎 地 域 の 追加 と 過疎 対策 事業 債 の 対象 事業 の 拡充 を 求め る 意見 書 








平成 27 年 国勢 調査 の 結果 が まとまり 、 調 査 開始 以来 、 初 め て 人 口 減少 が 明らか に な っ た 。 
民 勢 調査 に 基づき 、 人 口 減少 率 、 高齢 者 比率 及び 若年 者 比率 、 財政 力 指数 な ど を 見 直す と 、 
新た に 過疎 地域 に 追加 指定 され る べき 自治 体 が 増え る こと が 予想 され て いる 。 

進行 する 人 口 減少 は 過疎 地域 で より 大 きく 、 平 成 27 年 国勢 調査 に お ける 平成 22 年 対比 
で の 全国 の 人 口 は 0.8% 減 だ っ た の に 対し 、 過 疎 地域 で の 人 口 は 7.9% 減 で あっ た 。 

この 現状 を 踏ま そえ る と 、 過 疎 地域 の 財政 状況 は 厳し さ を 増 し 、 過 疎 対策 事業 債 の 需要 は 
大 きく な る こと が 予想 され る 。 
そこ で 、 過 疎 対策 事業 債 の 対象 事業 を 拡充 する こと な ど 、 下 記 の 事項 に つい て 取り 組む 
こと を 強く 求め る 。 
















































































































































































































































































ョ ロコ 
Ha 


1 平成 27 年 国勢 調査 に 基づく 過疎 地域 の 指定 に 当たっ て は 、 平 成 22 年 の 改正 及び 平成 
26 年 の 改正 と 同様 に 現行 過疎 市 町 村 に 追加 し て 指定 する こと 。 

2 過疎 対策 事業 債 の 対象 事業 に 、 廃 棄 物 処理 施設 等 の 公共 施設 の 解体 撤去 及び 市 町 村立 
の 大 学 ・ 専 修学 校 ・ 各 種 学校 ・ 特 別 支援 学校 の 整備 を 追加 する こと 。 













































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 
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遠野 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 10 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 中 山間 地域 に お ける 農業 経営 支援 に 関す る 意見 書 


政府 の 農業 経営 所 得 安定 対策 な どの うち 、 米 の 直接 支払 交付 金 に つい て は 、 平成 29 年 産 











米 ま で の 時 限 措置 と な っ て お り 、 平 成 30 年 産 来 か ら は 、 米 の 生産 量 





当該 交付 金 に つい て も 廃止 する と し て いる 
































標 の 廃止 と 併せ て 、 
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特に 、 中 山間 地域 に お いて は 、 小 規模 な 




































































入 保 険 制度 の 運用 開始 を 目指 し て いる が 、 
支え る 施策 は 十分 と は 言え な い 。 




















いる が 、 当 該 交 付 金 が 廃止 さ れる 平成 30 3 


政府 は 、TPP 関 連対 策 と し て 、 産 地 パ ワー アッ プ 事 業 や 畜産 ・ 四 
別 対策 事業 な ど に より 、 農業 経営 体 の 規模 拡大 な ど を 支援 し て お り 、 平成 31 年 度 か ら は 収 
中 山間 地域 に お ける 水田 農業 の 担い 手 の 経営 を 


また 、 米 の 直接 支払 交付 金 の 平成 29 年 度 予 人 





一 方 で 、 農 業者 の 高齢 化 が 進み 、 水 田 農 業 の 担い 手 も 著 し く 減少 し て いる 状況 に ある 。 
曲 積 の 未 整 備 水田 が 多く 、 地 域 農業 を 守る と の 責 
任 感 を 持っ て 、 数 少な い 担 い 手 が 水 田 等 を 苦労 し な が ら 耕 作 し て いる の が 現状 で ある 。 





























農 収益 強化 整備 等 特 

































































(概算 決定 ) と し て 714 億 円 が 計上 され て 




















E 度 以降 は 、 こ の 財源 を 活 














お ける 水田 農業 の 担い 手 の 経営 安定 を 支援 し て 














つい て は 、 下 記 の 事項 に つい て 、 地 方 自 





し て 、 中 山間 地域 に 





\ く こと が 強く 求め られ て いる 。 









































1 水田 へ の 直接 支払 交付 金 を 活用 し た 

















記 





「 水 田 フ ル 活 用 」 施 策 を さら に 強力 に 推進 し 、 中 
































2 農地 の 多面 的 機能 維持 ・ 発 揮 を 進め る 




















山間 地域 に お ける 担い 手 の 経 営 を 支援 する こと 。 


























治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 








た め 、 日 本 型 直接 文 払制 度 の 交付 単価 アッ プ や 











耕作 放棄 地 対策 な ど 、 さ ら な る 支援 人 策 の 充実 を 図る こと 。 








3 今後 も 農家 へ の 収入 減少 影響 緩和 対策 (ナラ シ 対 策 ) を 継続 し て いく こと 。 





4 農業 の 担い 手 育 成 と その 確保 を 進め 、 
力 な 支援 策 を 図っ て いく こと 。 



































認定 農業 者 や 営農 組合 (⑫ 





人 化 を 含む ) へ の 強 
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ー 関 市 








【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 16 日 


【 提 
【 件 


子ども の 
運動 が 














出 先 】 岩手 県 知事 
名 】 中 学校 卒業 まで の 医療 費 窓 口 無料 化 (現物 給付 ) を 求め る 意見 書 




















岩手 県 は 、 コ 





r[ 


表 
と 





計 








現在 、 各 E 














年 齢 や 所 得 制限 な ど 自 
うい う 状 況 の 中 で も 、 県 内 22 市 町 村 で は すでに 


まで ) が 開始 され ま 
同じ よう に 、 


























治 体 の 努力 に よっ て 、 子 ども の 











現し て いま す 。 





こう し た 状況 を 鑑み 、 


り ます 。 





























援 が 必要 不可 欠 で す 。 


よら て 、 デ 


1 子ども の 


矢 








療 費 助成 制 








業 ま で 拡充 する こと 。 














2 玉 | 


と し て 全国 一 律 の 子ども の 





So 


以上 、 地 方 自 








治 法 第 99 条 の 規 














F 成 28 年 8 月 か ら 就 学 前 の 子ども の 
し た 。 し か し 、 市 民 の 間 で は 子ども の 
窓口 負担 を な くし て ほし い 」 と 対象 年 齢 の 』 


a 治 体 間 格差 を 解消 

















医療 費 助 























医療 費 無 料 化 は 、 子 育て 中 の 親 に と っ て 切実 な 要求 で あり 、 そ の 実現 に 向け た 
取り 組ま れ て いま す 。 












































また 、 子 ども を 安心 し て 産み 育て る こと の で きる ね 





医療 費 の 現物 給付 (入院 に 限り 小学 校 座 
医療 費 に つい て 、「 早 く 乳 幼児 
き 上 げ を 願う 声 が 広がっ て い 


成 制 度 が 実施 され て いま す が 、 対 象 
治 体 に よっ て 大 き な 格 差 が 存在 し て いる の が 実態 で す 。 し か し 、 そ 
学校 卒業 以上 の 子ども の 医療 費 助 成 が 実 








する た め に も 岩手 県 の 施策 の 充実 は 重要 と な 





上 会 の 実現 を めざす に は 、 国 に よる 支 





『 項 に つい て 強く 求め る も の で す 。 





関 市 議会 は 、 下 記 の 





記 











店 


定 に 














療 費 窓口 # 
A EN ハ 

















より 


無料 化 方 式 (現物 給付 ) を 現行 の 就学 前 か ら 中 学校 座 


: 料 化 制度 を 創設 する よう 、 国 に 要請 する 
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ーー 
ュー 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 16 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 国 家 公安 委員 会 委員 長 

【 件 名 】 高齢 者 の 自動 車 運 転 免 許 の 返納 に 関す る 適切 な 対応 を 求め る 意見 書 




















高齢 者 社会 の 進展 に 伴い 、 高齢 運転 者 が 増加 し て いる が 、 体力 認知 機能 の 衰え に より 、 
動車 の 運転 に 不安 を 持つ 高齢 者 も 多く 、 全 国 的 に 高齢 運転 者 に よる 重大 な 交通 事故 が 顔 
発し 、 大 き な 社 会 問題 に な っ て いる 。 
平成 29 年 3 月 か ら 改正 道路 交通 法 が 施行 され 、75 歳 以 上 の 高齢 運転 者 に 対し 、 免 許 更 
新 時 の みな ら ず 、 一 定 の 違反 を し た 場合 に は 、 認 知 機能 検査 を 実施 し 、 認 知 症 の 恐れ が あ 
る と し た 場合 は 、 医 師 の 診断 が 義務 化 さ れる な ど 、 高 齢 者 運転 対策 の 推進 が 図ら れる 。 
この よう な 中 、 自 動車 運転 免許 を 自主 返納 する 高齢 者 数 は 増加 し て いる が 、 当 市 の よう 
な 広大 な 面積 を 有する 中 山間 地域 で は 、 公 共 交 通 が 行き 渡ら な い 地 域 も 多い こと な どか ら 、 
返納 後 の 日 常 生 活 に お ける 移動 に 不安 が 多く 、 高 齢 運転 者 は 、 返 納 の 意向 が あっ て も 、 自 
動車 に 頼ら ざる を 得 な い 状況 と な っ て いる 。 
高齢 運転 者 の 自動 車 運転 免許 の 返納 を 促進 する た め に は 、 高 齢 者 が 自動 車 に 依存 する こ 
et ee 

よっ て 、 国 に お いて は 、 高 齢 者 の 自動 車 運転 免許 の 返納 を 促進 する た め 、 下 記 の 措置 を 
講じ る よう 強く 要望 する 。 

















































































































































































































































































































































































































記 
1 認知 症 の 検査 が 大 幅 に 増加 する こと が 予想 され る こと か ら 、 検 査 体制 に 万 全 の 措置 を 



















































































2 地方 公共 団体 が 実施 する 、 自 動車 運転 免許 返納 者 に 対す る 公共 交通 利用 支援 の 取り 組 
み に 対 し て 、 財 政 支 援 の 拡充 を 図る こと 。 

3 地方 公共 団体 や 交通 事業 者 が 行 

通 体系 構築 に 向け た 取り 組み に 対 





















































う 、 コ ミュ ニテ ィ バ ス な どの 運行 、 導 入 な ど 、 公 共 交 
し て 、 財 政 支 援 措 置 を 講じ る こと 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 時 間 外 労働 上 限 と 勤務 間 イ ンタ ー バ ル 規 制 制度 の 実現 を 求め る 意見 書 

































































2015 年 12 月 、 日 本 を 代表 する 広告 代理 店 電通 の 24 歳 の 女子 社員 が 自殺 を し まし た 。 昨 
年 、 厚 生 労働 省 及 び 東 京 労働 局 は 過労 死 と 断定 し 、 本 社 と 支社 を 一 斉 に 捜索 し まし た 。 
一 関 市 内 に 母 の 実家 を 持つ 前 途 有 望 な 若い 派遣 労働 者 が 1999 年 に 過労 自殺 を 遂げ 、 そ の 
母親 が 裁判 で た た か い 勝 訴 し まし た 。 
し か し 、 こ うし た 過労 死 ・ 過 労 自 殺 が 後 を 絶ち ませ ん 。2015 年 度 の 過労 死 96 件 ・ 過 労 
自殺 93 件 、 合 計 189 件 (未遂 も 含み ) で 、 過 労 自 殺 が 増加 傾向 に あり ます 。 

大 き な 利 益 を 上 げ て いる 企業 で 、 こ の よう な 常軌 を 逸し た 働か せ 方 を 強い て いる こと を 
改善 する た め に 法 的 な 規制 を 強め る 必要 が あり ます 。 
安倍 内 閣 は 「1 億 総 活躍 社会 」「 働 き 方 改革 」 を 揚げ て いま す が 、 看 板 倒れ か つ 後 退 する 
内 容 も 出 て いま す 。 2 月 に 発表 され た 政府 案 は 「 了 臨時 的 な 特別 な 事情 が ある 場合 と し て 、 
労使 合意 し て 協定 を 結べ ば 残業 平均 60 時 間 ・ 年 間 最大 720 時 間 」 まで の 時 間 外 労働 を 合法 
と し 、 さ ら に 繁忙 期 「 一 時 的 に 事務 量 が 増加 する 場合 は 1 カ月 100 時 間 」 ま で は 容認 する 
内 容 が 検討 され て お り ま す 。 ま た 、 働 く 時 間 と 次 の 働く 時 間 と の 間 に 一 定 の 休養 時 間 を と 
る 「 勤 務 間 イン ター バル 規制 制度 」 も 見 送り する と の 意見 が 企業 か ら 出 て いま す 。 国 際 労 
働 機関 (1 LO) は 、98 年 も 前 に 、 労 働 時 間 は 1 日 「8 時 間 」 と 第 1 号 条 約 と し て 成立 さ 
せま し た 。 日 本 で も 労働 基準 法 で 「1 日 8 時 間 」 と 定め て いま す 。 例 外 と し て 繁忙 期 の 時 
間 外 労働 は 「1 日 2 時 間 ・ 週 45 時 間 ・ 年 間 360 時 間 」( 厚 労 省 限度 基準 告 ホ ) が 定め られ て 
いま す 。 
憲法 第 25 条 「 国 民 は 誰 で も 健康 で 文化 的 な 生活 を 営む 権利 を 有する 」 を 現実 の 仕事 に 生 
か し 、 生 活 の た め 退 職 後 も 働か な けれ ば な ら な い 高 齢 腹 そ を し て 「 ワ ー ク ライ フ バ ラン ス 」 
を 実行 する 働き 方 が で きる こと を 若者 に 保障 する た め に 、 政 府 が 下記 の 事項 を 実施 する よ 
う 求 め ま す 。 








































































































































































































































































































































































































記 
1 内 閣 が 提出 し て いる 労働 基準 法 「 改 正 」 法 案 に ある 「 有 労働 時 間 規 制 の 適用 除外 制度 の 
導入 」「 裁 量 労働 制 の 対象 拡大 」「 フ レッ クス タイ ム 制 度 の 清算 期間 の 延長 」 は 撤回 する 
ご と 3 
2 労働 基準 法 に つい て 以下 の 規制 を 行う こと 。 
1) 時 間 外 労働 と 休日 労働 合わ せ て 「 週 15 時 間 ・ 月 45 時 間 ・ 年 360 時 間 」 と する こと 。 
また 、 3 6 協定 の 特別 協定 の 制度 は 廃止 する こと 。 
2) EU 労 働 時 間 指令 を 参考 に 、11 時 間 以 上 の 休息 時 間 を 与え る 「 勤 務 間 イン ター バル 
規制 制度 」 を 導入 する こと 。 
3) 夜勤 ・ 交 奉 制 労働 時 間 を 日 勤労 働 者 より 短く する こと 。 



































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 














ます 。 





Qr( 

















市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 24 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 法 務 大 臣 
【 件 名 】「 テ ロ 等 組織 犯罪 準備 罪 」 を 創設 し な いこ と を 求め る 意見 書 


























政府 は 、 テ ロ 対 策 を 口実 に 共謀 罪 い わ ゆ る 「 テ ロ 等 組織 犯罪 準備 罪 」 法 案 を 国会 に 提出 
し た が 、 こ の 法案 は 、 国 民 の 思想 や 良心 の 自由 の 制限 に つなが る 重大 な 問題 を 含ん で いる 。 
この 法案 は 、 憲法 で 保障 され て いる 思想 ・ 信 人 条 内 心 の 自由 を 侵す こと は も と より 、 2 犯罪 
の 被害 が 生じ た 場合 に は その 行為 を 懲 凡 する と いう 近代 刑法 の 原則 に 反する 。 また 、 特定 
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白 

































































































































































の 犯罪 が 実行 され る 危険 性 の ある 合意 が 成立 し て いる か どう か を 捜査 する た め 、 市 民 の 
話 や メー ル な ど を 警察 が 違法 に 盗聴 する こと で 、 監視 する 社会 を 生み 出す と と も に 、 自 
の 強制 、 司 法 取 引 に よる 嘘 の 通告 な ど に よる 先 罪 が 増大 する お それ が ある 。 
テロ 等 組織 犯罪 準備 罪 の 対象 と され る 組織 的 犯罪 集団 の 定義 も 曖昧 で 、 幅 広い 市 民 運動 
労働 運動 が 監視 ・ 弾 圧 の 対象 と な る 危険 性 が 払拭 され て いな い 。 3 月 8 日 の 参議 院 予算 
員 会 に お いて 、 人 金田 勝 年 法務 大 臣 が 、「 準 備 行為 を 伴う 形 で の 合意 を 処罰 する こと は 事 
実 」 で ある と 答弁 し た よう に 、 実際 に 準備 行為 を 行わ な く て も 、! 合 意 」、 す な わ ち 内 心 を 
処罰 する と いう の は 、 過 去 3 回 廃案 に な っ た 共謀 罪 そ の も の と 何ら か わら な い 。 

この 間 、 政 府 が 主張 し て きた 「 一 般 人 は 対象 に な ら な い 」、「 準 備 行 為 を 入れ て 想定 し た 」、 
共謀 罪 を 創設 し な いと 国連 組織 犯罪 防止 条約 を 批准 で き な い 」、「 テ ロ 対 策 が で き な い 」、 
東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク が 開催 で き な い 」 な どの 誠 い 文句 は 、 国 会 審議 を 通 
じ て 嘘 や ご ま か し で あっ た こと が 既に 明らか と な っ て いる 。 

さら に 、 人 金田 勝 年 法務 大 臣 は 、 あ ろう こと か 、「 議 案 が で た 後に 審議 すべ き 」 な ど と 、 
型 会 で の 審議 を 封鎖 ・ 妨 害する 内 容 の 文書 を マス コミ に 流し た 。 こ れ は 、 審 議 統制 、 国 会 
軽視 、 議会 制 民 主 主 義 の 否定 の 姿勢 の 表れ で ある 。 この よう な 人 物 を 法務 大 臣 に 任命 し た 
安倍 首相 の 責任 は 重大 で ある 。 即刻 辞任 させ る べき で ある 。 こ の よう な 状況 で 法案 を 審議 
する こと は 到底 納得 で き な い 。 

よっ て 、「 テ ロ 等 組織 犯罪 準備 罪 」 を 創設 し な いこ と を 強く 求め る 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








宇 石 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 23 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 


【 件 名 】 子 ども の 医療 費 窓口 無料 化 (現物 給付 ) の 対象 拡大 を 求め る 意見 書 








岩手 県 に お ける 子ども 医療 費 助成 事業 等 は 、 子 ども 
あり 、 本 町 に お いて も 有意 義 な 制度 で あり ます 。 



































現在 、 岩 手 県 で は 子ども 、 妊産婦 及び 重度 心身 障害 者 
































庭 医 療 費 助 成 事業 に お いて 、 就 学 前 児童 の 未 就学 児 、 














2 8 年 8 月 診療 分 か ら 現 物 給 付 を 実施 し て お り ま す が 、 
まれ る 自動 償 居 払い 方 式 と な っ て いま す 。 

子育て 世帯 に お いて は 、 た と え を 後日 、 口 座 に 振り 込ま れる と し 

白戸 日 











た 口座 に 振り 込 ヨ 










































































が 安心 し て 




















妊産婦 を 対象 に 





し 3 割 の 自己 負担 は 重く 、 経 済 的 困難 を 抱え た 家族 か ら は 、 受 診 





















































り ま す 。 病気 の 早期 受診 は 、 病 状 の 悪化 を 防ぐ た め 
子ども の 医療 費 の 窓口 無料 化 (現物 給付 ) 制度 は 


































































































分 か ら 給 付 方 式 を 県 下 統 一 で すべ て 現物 給付 方 式 と し 

















働 省 保 険 局 「 乳 幼児 等 に 係る 医療 費 の 援助 に つい て の 追加 調査 」 
全国 自治 体 の 約 7 5 % で 実施 され て お り 、 隣 接 の 宮城 県 に お いて は 、 
て お り ま す 。 

現在 、 岩 手 県 に お いて 、 一 部 で は あり ます が 未 就学 児 及 び 妊 産婦 を 対象 に 実施 され た こ 























それ 以外 は 、 約 2 か 月 後 ( 


で 


医療 費 助 成 事業 並び に ひと 























、 全 県 統一 で 、 





医療 費 の 2 





医療 を 受け られ る 制度 で 





り 親 家 


TZ 


で 海 計 





こ 登録 し 





割 な い 








を 控え る と いっ た 声 も あ 


に も 非常 に 重要 で あり ます 。 





























、 平 成 2 8 年 10 月 6 日 付け の 厚生 労 
に よる と 未 就 学 児 
F 成 2 7 年 4 月 診 


以下 で 


三信 』 














と は 大 い に 歓 迎 す る と ころ で あり ます 。 現物 給 付 の さら な る 対象 拡大 を 県 に お いて 実施 さ 











れ ま す よ う 、 本 町 議会 は 、 下 記 の 内 容 で 要請 し ます 。 
記 

1 . 子ども の 医療 費 助 成 は 、 子 育て 支援 の 観点 か ら 、 
う 、 県 の 主導 に より 早期 に 実現 し て くだ さい 。 






































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 昌 

















給付 方 式 を すべ て 現物 給付 に する よ 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 23 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 法 務 大 臣 
国土 交通 大 臣 

【 件 名 】 免税 軽油 制度 の 継続 を 求め る 意見 書 











これ まで 、 農 業 を は じ め 観 光 レ ジャ ー 産 業 の 発展 に 頁 献 し て きた 免税 軽油 制度 が 、 地 方 
税法 の 改正 に 伴い 、 平 成 3 0 年 3 月 末 で 廃止 され る 状況 に あり ます 。 

免税 軽油 制度 は 、 軽 油 取引 税 (1 リッ トル あたり 3 2 円 1 0 銭 ) を 免税 する 制度 で 、 船 
舶 、 鉄 道 、 農 業 用 機械 や 倉庫 港湾 で の 荷役 用 途 車両 な ど 道路 を 使用 し な い 車 両 、 機 械 に つ 
いて は 免税 が 認め られ て きた も の で あり 、 当 町 に お いて も 、 索 道 事業 者 が 使う スキ ー 場 の 
コー ス 整 備 の た め の ゲ レン デ 整 備 車 、 人 工 降雪 機 、 ゴ ルフ 場 の 管理 車両 、 機 械 等 の 軽 ) 
つい て 申請 に 基づき 免税 が 認め られ て き て お り 、 大 き な 援 助 制 度 だ な っ て いた も の で す 。 
この 制度 が な く な れ ば 、 本 町 の 基幹 産業 で ある 農業 及び 観光 産業 が 大 き な 負 担 を 強い ら 
れ 、 折 か ら の 岩 災 の 影響 、 原 発 風評 と も 相まって 、 事 業 の 経営 維持 に 支障 を 生じ る と と も 
に 、 収 益 の 悪化 は 地域 経済 に も 計り 知れ な い 悪 影響 を 与え ん る こと と な り ま す 。 

よっ て 国 に お いて は 、 免 税 軽油 制度 が 継続 され る よう 強く 要望 する も の で す 。 






































































































































レコ 
ts 





ーー 









































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








葛巻 町 
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【 提 


【 件 


地方 分 権 時 代 を 迎え た 今日 、 





出 先 】 衆 議 


a 








地方 公共 団体 の 自 


議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
厚生 労働 大 臣 


名 】 地 方 議会 議員 の 厚生 年 金 制度 へ の 加入 を 求め る 意見 書 


総務 大 臣 、 




















度 が 拡大 し 、 自 主 性 及び 自 立 性 の 高 ま 
























































り が 求め られ る 中 、 住 民 の 代表 機関 で ある 地方 議会 の 果たす べき 役割 と 責任 が 格段 に 重 



















































































































































































な っ て いる 。 

また 、 地 方 議会 議員 の 活動 も 幅広 い 分 野 に 及ぶ と と も に 、 よ り 積 極 的 な 活動 が 求め られ 
て いる 。 

し か し な が ら 、 昨 年 実施 され た 統一 地方 選挙 に お いて 、 町 村 で は 議員 へ の 立候補 者 が 減 
少し 、 無 投票 当選 が 増加 する な ど 、 住 民 の 関心 の 低下 や 地方 議会 議員 の な り 手 不足 が 大 き 
な 問題 と な っ て いる 。 

こう し た 中 、 地 方 議会 議員 の 年 金 制度 を 時 代 に 相応 し いも の に する こと が 、 議 員 を 志す 
新た な 人 材 確保 に つなが っ て いく と 考え る 。 

よっ て 、 国 民 の 幅広 い 政 治 参加 や 地方 議会 に お ける 人 材 確保 の 観点 か ら 、 地 方 議会 議員 
の 厚生 年 金 制度 加入 の た め の 法 整備 を 早急 に 実現 する よう 強く 要望 する 。 














以上 、 地 方 用 























治 法 第 99 条 の 規定 に 


























より 意見 書 を 提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








は 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 16 日 














【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 
【 件 
農協 改革 は 、 真 に 農 ヨ 




















こ 農 業者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自 
改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現場 の 実態 


丁寧 な 議論 に より 進 供 め る べき で ある 。 























まだ 



































な 集 送 乳 を 通じ て 酷 農 経 











条件 不利 地 で 経営 を 行っ て いる 酷 農 











議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 

















己 改革 を 基本 と し 、 




















農業 関 人 


指定 生乳 生産 者 団体 制度 お よび 生産 者 補給 金 














系 者 の 意見 、 長 期 的 な 展望 を 踏ま 





は 、 和 需要 ( 








こ 応じ た 生乳 4 
営 の 安定 と 所 得 増大 を は か る 仕組 み で あり 、 
家 に と っ て は 、 極 め て 


名 】 農協 改革 お よび 指定 生乳 生産 者 団体 制度 維持 に 関す る 意見 書 


組織 に お ける 

















自 


えた 


























特に 中 山間 地域 等 の 


E 要 な 制度 で ある 。 

















つい て は 、 農 協 改革 お よび 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に お いて は 、 本 県 お よび 当地 


























域 の 農業 振興 や 農業 所 得 肖 ブ の 視点 か ら も 、 国 


望 す る 。 


























記 


1. 農協 改革 に つい て は 、 自 己 改革 に 取り 組ん で い 








た 不当 な 介入 は 行わ な いと と も に 



























































と 。 
2. 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、 生 乳 の 特 
創り 上 げ て きた 極め て 重要 な 取 紳 








する こと 











以上 、 地 方 自 





治 法 第 99 条 の 規定 に 











、 現 実 的 で は な い 事 業 











は 、 次 の 





る 実態 に 鑑み 、 協 同 組 


用 項 に つい て 取り 組む よう 皆 









































合原 則 を 無 














く 有 要 


視 し 


・ 組 織 の 見 直し を 強要 し な いこ 


性 を ぶ を まえ 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 重ね 、 
みみ で ある こと か ら 、 和 制度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 
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市 町 村 議 会 名 





金ケ崎 町 


意見 書 の 内 容 





【 提 


【 件 


ヽ 宇 . 立 | 


講 部 隊 に 、 
森 、 宮 城 、 岩 手 、 秋 
派遣 し まし た 。 


テー 


派 
三 E 
月 























ロゴ 











し か し 、 























いる 」 と 断 じ る な ど 、 
O 派 遣 部 隊 



































人 台 選 


事 馬 


用 す 
力行 使 」【 する 可能 





ンー まき みい ヽ じ 
ーr ズ ゴ 





月 





政府 は 、 昨 年 11 月 15 日 
「 駆 け 付け 警護 」 


衛 隊 の P KO 活動 


こ 際 


KO 参加 5 原則 」 が 保 た れ て いる こと が 前 提 条 傾 


ヨ 衛 隊 の 「 
の 安全 確保 が きわ め て 


ま | の 任務 を 付与 され た 自衛 隊 が 
と な る こと も 考え られ 3 
生 が 出 て きま 


【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 21 日 


防衛 大 臣 





、 南 スー ダン の PKO 











と 「 和 宿営 地 共 同 防 』 





| 









































各 県 の 部 隊 な どか ら 選 ば れ た 


し て は 、 紛 争 当事者 問 で 停戦 


名 】 南 スー ダン に 派遣 し た 自衛 隊 の 撤退 を 求め る 意見 書 





( 
の 新 





| 


咽 
周 








a 
ロ 

















E と な 














ミュ YA 











* ま す 。 ま た 、 医 



































っ て いま す 。 


自衛 隊 が 駐留 し て いる 南 ス ー ダ ン の 首都 ジュ バ で は 、 昨 
府 勢力 軍 の 大 規模 な 戦闘 が 発生 し 、 現 在 も 緊迫 し た 状況 が 続い て お り 3 
南 ス ー ダ ン 反 政府 勢力 の 指導 者 で ある 前 副 大 統領 ( 


、「7 月 に 起き た 戦 
統一 政権 は 崩壊 し た 」 と 表明 し て 


連 特 別 報告 書 が 「 停 戦 合意 








PKO 参 加 5 原 
禁 難 






































国家 また は 攻 


みみ ビビ 


























E す 。 こ の よう な 場合 、 
す 。 





、 











さら に は 、 国 連 事 務 
殺 ) が 始 ョ 








以上 か ら 、 
れ て いな い 南 スー ダン か ら 自 




















以上 、 地 方 自治 





























総長 が 国連 安全 保障 























証 .- 
E 












































E っ て し まう 」 と 警告 し て いる よう に 、 今 後 、 政 府 と 反 政 府 勢 力 双 方 の 
が 拡大 され る こと も 人 危 民 され て お り 3 





出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 外 務 大 臣 、 





F 和 維持 活動 ) へ の 陸上 自 
任務 の 付与 に つい て 閣議 決定 し 、 
計 約 3 50 人 を 1 2 月 中 旬 3 














年 7 月 





す 。 


、 














で 、「 南 スー ダン で ジェ ノ サ イド (大 量 』 





衛 隊 














まで に 


合意 が 成立 し て いる こと な どの 「P 


に 政府 軍 と 反 政 


闘 で 、 和平 合意 と 


意 は 崩壊 し て 
則 」 は 保 た れ て いる と は 言い 難く 、PKK 
な 状況 に ある と 言わ ざる を 得 ま せん 。 
昨年 7 月 の 戦闘 の 際 に NGO 関 係 者 を 環 撃 し た の は 政府 軍 で あっ た と いわ れ て お り 、「 駆 
け 付 け 警 


家 に 準ずる 組織 を 相手 に 武器 を 使 
日 本 政府 の 見 解 に よっ て も 「 武 


= 

















£2 











軍事 作戦 
E す 。 
に 対し 、「P KO 参加 5 原則 」 が 保 た れず 、P KO 派遣 部 隊 の 安全 が 保障 さ 
衛 隊 を 撤退 する よう 求め ます 。 
治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 杉町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 16 日 


【 提 
【 件 














出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
名 】 農協 改革 及び 指定 生乳 生産 者 団体 制度 の 改革 に 関す る 意見 書 


農協 改革 は 、 組 織 に お ける 自己 改革 の 取り 組み を 尊重 し 、 生 産 現 場 の 実態 や 農業 関係 者 

















の 意見 、 
制度 の 改革 に つい て は 、 














理由 
平成 28 年 11 月 11 











する 意見 」 が 公表 され た 。 そ の 内 容 は 、 J A 全農 の 農産 物 委 託 販 売 の 廃止 と 





長期 的 な 展望 を 踏 3 











日 、 


需給 調整 の 実効 性 と 公平 性 の 確保 が 区 




















E え た 丁寧 な 議論 に より 進め る と と も に 、 指 定 4 




















規制 改革 推進 会 農業 ワー キン グ ・ グ ルー プ か ら 、 























へ の 転換 や 、 信 用 事業 を 営む JA を 3 年 後 を 















































E 乳 生産 者 団体 














られ る よう 強く 要望 する 。 


農協 改革 に 関 





















































全量 買取 販売 
途 に 半減 させ る 等 、 自 主 ・ 自 立 を 原則 と す 





る 協同 組合 へ の 不当 な 介入 と 言わ ざる を 得 な いも の で あっ た が 、 そ の 後 の 与 党 と の 調整 に 
より 、 現 実 的 で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 直し に つい て は 排除 され る に 




















域 経済 の 維持 ・ 発 展 、 地 域 住 民 の コミ 











言 の よ うに 、 





























至っ た 。 





中 山間 地 を 抱え た 当地 域 に お いて 、」A は な く て は な ら な い 組 織 で あり 、 農 業 振興 や 地 


ュ ニ ティ ー に 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 今回 の 提 

















J A の 解体 を 拍 く よう な 事業 及び 経営 へ の 介入 は 、 到 底 承 服 す る こと が で き 


な い 。 農協 改革 は 、 真 に 農業 者 の 立場 に 立っ た 創造 的 自己 改革 が 基本 で ある こと を 前 提 に 








進め られ る べき で ある 。 
また 同 





政 





















































見 」 も あわ せ て 公表 し た 。 指定 団体 以外 に 昌 



































日 、 農 業 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ は 「 和 牛乳 ・ 乳 製品 の 生産 ・ 流 通 等 の 改革 に 関す る 
H 荷 する 生乳 へ の 補給 金 の 交付 や 指定 団体 へ 























の 全量 委託 の 原 出 廃止 な ど が 主 な 柱 で あり 、 そ の 後 の 与党 と の 調整 に より 、 一 定 の 条件 整 








備 を 前 提 に 補給 金 の 交付 対象 者 拡大 と 4 














指定 生乳 生産 者 団体 | 















































則 度 及び 生産 者 補給 金 は 、 








E 乳 の 部 分 委託 の 拡大 が 容認 さ れ た 。 
需要 に 応じ た 生乳 2 























を 通じ て 酷 農 経営 の 安定 と 所 得 増 大 を 





で 経営 を 行っ て いる 酷 農 





家 に と っ て は 、 























よっ て 国 に お いて は 、 次 の 事項 に つ 


1. 農協 改革 に つい て は 、 自 
た 不当 な 介入 は 行わ な いと 
的 で は な い 事 業 ・ 組 織 の 見 
2. 指定 生乳 生産 者 団体 制度 は 、4 
創り 上 げ て きた 極め て 旧 















































ずる こと 。 











以上 、 地 方 E 






























































区 























記 

















治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 





る 。 








E 産 と 合理 的 な 集 送 乳 
る 仕組 み で あり 、 特 に 中 山間 地域 等 の 条件 不利 地 
極め て 重要 な 制度 で ある 。 
\ て 取り 組む よう 強く 要望 す 




















E え 、 酷 農家 が 営 々 と 努力 を 積み 
衣 要 な 仕組 み で ある こと か ら 、 制 度 の 機能 が 損なわ れ な いよ うに 














己 改革 に 取り 組ん で いる 実態 に 鑑み 、 協 同 組 合原 則 を 無視 し 
と も に 、 本 県 の 農業 振興 や 農業 所 得 増 大 の 視点 か ら も 、 現 実 
直し を 強要 し な いこ と 。 


E 乳 の 特性 を 踏 3 





Iml 


ほ ね 、 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
軽 米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 13 日 


| 





【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 


参議 院 


内 閣法 制 局長 官 


【 件 名 】「 テ ロ 等 準備 罪 」 の 新設 に つい て 慎重 な 検討 を 求め る 意見 書 


政府 は 、2 0 2 0 年 の 東京 オリ ン ピ ッ ク 
要 課 題 の 一 つ で ある と し 、 テロ 行為 防止 の た め の 攻 




















間 」 の 新設 が 検討 され て い 





し か し 、 現 在 、 わ が 国 の 現行 法 
し て お り 、 現 行 法 の 規定 に 加え て 、 テ 
理性 が 明らか に され な けれ ば な り ま 
また 、! デ テロ 等 準備 罪 」 は 、 
談 ・ 計 画す れ ば 、 そ れ 自 体 が 罪 と され た り 
法 、 初 次 、 詐 欺 な ど を 含め 、 
捜査 の 対象 に な りか ね a 
絞り 込む 、 構 成 要件 に 準備 行 
が ある と 指摘 され て いま す 。 
















































































ます 。 








に お いて も テ 

















一 般 国 














集団 の 定義 











犯罪 が 起こ る 前 か ら 捜 査 す れ ば 、 





すこ と に な り ま す 。 
加え て 、 未 遂に 至ら な い 段 階 
視 等 


























よっ て 、 軽 米 町 議会 は 、 日 本 政府 
を 深め 、 幅 広い 観点 か ら 慎重 に 検討 する こと を 強く 要望 し ます 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に よ 

















議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 法 務 大 臣 


・ パ ラリ ン ピ ッ ク 開 催 
























































義 も あい まい で 、 
E せ ん 。 犯罪 の 主体 を 「 組 織 的 犯罪 集団 」 と する 、 
為 を 加え る な どの 対 




















、「 テ ロ 等 準備 








ロ 行 為 等 の 準備 行為 を 処 田 する 規定 が 存在 











ロ 行 為 等 の 準備 行為 の 処罰 を 一 般 化 する 必要 司 
は せん 。 
民 が 犯罪 を 実行 し て いな く て も 、 犯 罪 を 行う こと を 相 
A 
労働 組合 な ども 
gag 
、 様 々 な 懸念 


























応 を B 

















FE や 合 























想 ・ 良 心 ・ 言 論 な ど 憲 法 が 保障 する 基本 的 人 権 を 侵 





こと 対し 、「 テ 








の 行為 の 処罰 範囲 を 拡大 する こと か ら 、 
の 拡大 に つなが る 恐れ が ある こと も 懸念 され て いま 
























































ロ 等 準備 罪 」 の 新設 に つい て 、 











り 意 見 書 を 提出 





還 民 的 議論 
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